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構造物一地盤系の振動特性を実験的に把握し､振動特性の変化から構造物の損傷度など
を評価することは耐震工学において重要である｡本研究では､衝撃的な波動を発生させる
装置として､地盤の反射法探査のための加振源として用いられているエアガンタイプのイ
ンバクタ-を用いた実存構造物一地盤系の振動試験を行うことにより､衝撃的な波動に対
する構造物の応答特性を実験的に検討するとともに起振機を用いた定常加振による振動
試験の結果との比較検討を行った｡
平成11年度はインバクタ-加振によって発生する波動の基本的特性としてまず､振動
数特性､加振源からの距離減衰特性や､加振点と計測点を交換することによる相反定理の
確認などをまず検討するとともに､データ処理としてはスタッキング処理によりノイズ成
分を少なくなることや再現性が極めて高い加振を行えることを確認した｡また､実存構造
物として東北大学工学研究科の建設系研究棟(S R C造9階建)の近傍地盤に衝撃的波動
を与えたときの同構造物の加振試験を行い､ 1998年9月15日の仙台市直下で発生した宮
城県南部地震における同建物の強震観測記録に基づく振動特性との比較検討を行った｡
平成1 2年度は起馳用し働轟峡験を実施し衝断焼払こよそ流讃粥性と潜勧腕こよる
応掛蝿蛾醇佐行ったそ磯インバクタ-振動試験の結果は起振機振動試験による
共振曲線や位相曲線と比較的良い対応を示すことが分かった｡さらに､これらの試験結果
のシミュレーション解析を行い､対象構造物の損傷度評価を行った｡その際､対象建屋の
竣工当時における振動特性を適切に表現できる骨組み解析モデルを用いることにより､部
材を領域で区別することで損傷度評価を行えることを示した｡
本研究により､インバクタ-を用いた振動試験は可搬性に富み､比較的簡易に実施でき
る点などから非常に有用であることが分かった｡
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研究成果
1･ランドエアガンインバクターを用いた実在建物の振動試験
1.1研究の目的･背景
地震などの動的荷重に対する構造物の振動特性を把握するために各種の振動試験や模型実験､
シミュレーション等が行われている｡このような実験や解析を信頼性のあるものとするには実在
する建物の動的な応答についての調査､及び検討は欠かすことができない｡この目的に添うもの
として実在建物における地震観測や各種振動試験､常時微動測定が実施されてきた｡
本研究の目的は実在建物の振動試験において衝撃波発生装置であるランドエアガンインバクタ
ー1)を用い､インバククーの実在建物の振動試験に対する適用性､有効性について調査､検討する
ことである｡本研究で用いたランドエアガンインバクタ-は地下の地盤構造を知るための反射法
地盤探査の震源として用いられている装置である｡インバクタ-はBoltTechnology社製のもので､
東北大学大学院理学研究科地震･噴火予知研究観測センター所有のものをお借りした｡この装置
は可搬性に富み､発生させる波の振動数帯域が0-40Hzといった比較的高い振動数まで及ぶもの
であるので､建物の比較的高次のモードも励起させることが可能である｡また､対象建屋には東
北大学人間環境系研究棟を選んだ｡この対象建屋は竣工当時から各種の振動試験や常時微動測定
が行われてきているので過去の観測記録とインバクタ-振動試験の結果を比較検討することが可
能である｡
1.2実験装置
1.2.1ランドエアガンインバクター
(1)概要
今回の振動試験において衝撃波発生装置として用いたランドエアガンインバクタ-の外観を写
真1に示す.写真に見るよ.うにインバクタ-そのものは小型･軽量でトラックに積まれているの
で可搬性に富み､様々な場所での加坂に使用できる｡このインバククーの一般的な用途について
は地下の地盤構造を知るための反射法地盤探査の震源として主に用いられている｡また､発生さ
せる波の振動数帯域は0-40Hzであり､この波は震源近傍で発生する衝撃波に類似している｡波
の再現性についても優れており､この点は振動試験においてスタッキングを用いたデータ処理を
利用することを考慮した際､本装置を採用する重要な利点になっている｡発生させる波は鉛直方
向に衝撃的な荷重を地面にかける事により発生するもので､加振点から放射状に広がってき､主
に幾何減衰によって振幅は加振点から離れるにしたがって′J､さくなっていく｡
(2)エアガンの動作原理
インバクタ一におけるエアガンの役割は波を生み出す時の加圧源である｡エアガンの動作原理
を図1･1に簡単に示す｡まず始めにコンプレッサから供給された圧縮空気はチャンバー内に蓄え
られる｡次に電気信号によるソレノイド弁の開放により､上部と下部のチャンバーの圧力バラン
スが崩れてピストンが急速に開く｡この動作により圧縮空気が水中に放出され､波を発生させる｡
エアガン容器は地面に押し付けられた状態で作動させるので､このような動作原理よりエアガン
容器から直接地面に波が伝えられることになる｡
(3)ランドエアガンインバクターの性能･特徴
インバクタ-のエアガンの容量は0.655 ㍍で､約137.9気圧の圧縮空気を水中に発射し加振を行
-6-
うことができるt)｡発射後､エアガンの容器が再び安定するまで約8秒を要するが10秒間Iy,.jくL-,
いであれば連続発射が可能である.この連続発射が可能である点と波の再現性に優れている点か
らスクッキングによるデータ処理が可能である｡
写真1.1ランドエアガンの全容
圧縮空気密閉時
図1.1エアガンの動作原理
ー7-
圧縮空気放出時
1.2.2対象建屋
(1)概要　~
対象建屋は東北大学人間環境系研究棟であるo　その全景を写真1.2に､図1.2に平面図､図1.3
に断面図を､表1.1に研究棟に用いられている材料の強度を示す｡この対象建屋は竣⊥当時から
地震観測や各種の振動試験､および常時微動測定が行われており､これらの測定結果はインバク
クーを用いた構造物-地盤系の振動試験の適用性について比較検討する際に非常に有用であると
考えられる｡この対象建屋は仙台市市街地の西方に位置する丘陵､青葉山に位置しており､川途
は東北大学工学部建築学科､土木工学科の研究棟である｡竣工は1969年3月であり､建設当時か
ら30年以上経っている｡研究棟は高層研究棟と低層教室棟からなり､両者はエキスパンションジ
ョイントで接続されている｡高層研究棟は､鉄骨鉄筋コンクリート造､地上9階建て(地下なし)
で､ 9階高層部分(40×13.5m)と2階低層(72×33.6m)はねだし部よりなっている｡その主な室構成
は､ 1~鹿事務室､ 2階製図室と資料室､ 3-9階研究室となっている｡構造部材については腰壁､
たれ壁､ RC造間仕切り壁もほとんどないため､いわゆる2次的RC壁が極めて少ない構造となっ
ている｡耐震壁は梁間方向については2ヶ所コア周りにそれぞれ2枚､高層部両妻にそれぞれ1
枚の計6枚､桁行方向については2ヶ所のコア周りにそれぞれ2枚､計4枚となっている｡この
コアの部分が北側によっていることに起因する剛性の編りよりにより､比較的ねじれ振動の割合
が大きいといった特色を持っている｡また､基礎にはRCクロスパイル(径50cm長さ12m)を用
いている｡
写真1.2建物全景
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1, 2階低層教室棟72×33.6 [m]　　　　一連層耐震壁(1階～9階)
3-9階高層研究棟40×17･2 [m]　　□　柱(800×850)
l l耐震壁
EXPANSION JOINT
⑨　　⑧　　⑦　　⑥　　⑤　　④　　③　　②
⑨　　⑧　　⑦　　⑥　　⑤　　④　　③　　②　　①
図1. 2東北大学人間環境系研究棟平面図
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2階平面図
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図1･ 2東北大学人間環境系研究棟平面図
⑧　　◎　　⑳
図1. 3東北大学人間環境系研究棟断面図
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基準階平面図
屋上平面図
南北断面図
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東西断面図
図1. 3東北大学人間環境系研究棟断面図
表1.1使用材料の材料強度
材料の種類 俤驅?ﾙ7??r?
コンクリート 舒?*Hｮ?)|?f3#??
その他:Fc180 
鉄骨 ?3C?
鉄筋 ?C3R?9??ﾘr?
sR24(スラブ､スタラップ､フープ) 
杭 ?84?ﾘ5??88ｲ?
(径50cm､長さ12m) 
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6.NS
(2)固有振動数の経年変化
次に地震観測､各種振動試験､常時微動測定等から得られた対象建屋の固有振動数の経年変化
を表1.2に示す2)･3)･4)･5)｡対象建屋である東北大学人間環境系研究棟は竣工以来30年が経過してお
り､その間に宮城県沖地震をはじめとするいくつかの強い地震を経験している｡また､建物の振
動特性を検討する為に各種振動試験や常時微動測定が実施されてきた｡最初の振動試験は竣工直
後の1969年に行われ､その結果､ l次とみられる固有振動数は桁行方向が2.45Hzk､桁行方向が
2128Hzであった｡ちなみに一次モードに対する減衰定数は両方向とも約2.5%程度であらたoまた､
地震による応答記録は1階と9階に設置されている強震計で得られたものである｡ 1971には起振
機を用いた振動試験が再び行われた｡この振動試験において1970年の地震の場合と比べて固有振
動数が低下していることはこの建物の固有振動数が振幅や入力の違いに依存していることを示し
ている9メきな固有振動数の変化は1978年6月の宮城県沖地震においてである｡この時の固有周
期は桁行方向が1.12Hz､梁間方向が1.03Hzとなった｡この地震において9階強震計の梁間方向で
は建物の応答記録としては当時世界最大の1000galを超える加速度を記録し､耐震壁が大きなダ
メージを受けた｡この地震後に常時微動測定を実施したが､固有振動数は桁行方向で1.50Hz､梁
間方向で1.41Hz′となり宮城県沖地震に比べて高い振動数になった｡このように固有振動数の経年
変化を通して構造部材の劣化が確認できること､及び入力の大きさ､それに伴う振幅の大きさに
よって測定結果から得られる固有振動数の値が異なり､入力が大きい場合は長周期側になるとい
った特徴がある｡表1.2にはインバクタ-振動試験結果から得られる固有振動数も掲載したが､
得られた結果は試験前後の各種測定結果などを考慮し､概ね妥当なものであると考えられる｡
表1. 2固有振動数の経年変化
年代 佇Xﾗ9_ｸﾏﾂх｢?梁間方向(Hz) ?ｸ+h.｢х｢?Rocking(Hz) ??Xﾋ?
)969(完成直後) ?紊R?.2番 ?經"?亢?X?ﾋ?
1970 ???I.85 ? ??ｲ?都?偵??
1971 ???2.10 ??r???X?ﾋ?
1974 ??2?? ?ﾘ鳬Oy:?
1978 ?纉?0.89 ? 亶ｸ?ﾊx垰&?ｲ?都ゅb貪"?
1994 ?經2?.44 ??2??ﾉ|ﾘ???
1996 ?經?1.46 ??R??ﾘ鳬Oy:?
1998(1998.9.15以前) 白經b?.36 ?繝R?.20 ?8986?騏ｲﾘ韋ﾋ?
1998 ??"?.03 ? 亶ｸ?ﾊy>ﾉYI&?ｲ?涛ゅ偵??
1998(98.9.15以後) ?經?1.41 ? ?ﾘ鳬Oy:?
2000 ?紊?I.325 ??R?亢?X?ﾋ?
(3)地盤条件
地盤条件6)については敷地が青葉山頂部を東西に走る尾根上にあり､当研究棟の約9 0m南側
には尾根と平行する沢がある｡ 1階床の標高は1 60mで､基礎盤下端は1階床より3.3m下り
になっている｡図1.4地盤断面図の(a)A-A'断面図と､ (b)BIB'断面図において､破線は造成前
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の地形､実線は造成後の地形を示しており､対象建物の西側は切り土､東側は盛り土となってい
る｡対象建屋周辺の原地形と敷地内で行われたボーリング位置とそれによる土質柱状図を図l.5
に示す｡上部約3mは粘土層(N値10以下)､ 3-10m.は粘土を含む青葉山磯層(N値14-30)､
それより深い部分は砂磯分の多い青葉山砂磯層(N値30-50)となっている｡また､杭が固定さ
れている深さ12mでのN値を読み取ると､西側では50以上であるのに対して､東側では30程度
である｡
図1.4地盤断面図
甲..† 僮 幡Ub? 劔優ﾂ?
○ 2 A 6 - tO t2 1▲ 綿??爾?ﾒ???????? t l ? ? ? 
Jt+負 暮■粘土 雌劫 ■シJt 
也 Jt4も +JLt)-A 白?ﾂ??? ? ?
■■-■ 劔劔 
■■-■■ 
図1.5原地形図とボーリング土質柱状図
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1.3振動試験
1.3.1加振位置
インバクタ-振動試験はCase-A､ Case-B､ Case-Cの3つの場合において実施した.それぞれの
加振位置を図1.6に示す｡インバクタ-を用いて図に示す研究棟周辺の3つの加振点においてそ
れぞれ加振を実施し､それによる建物IQ)応答を多点同時観測により記録した｡
Case-Aの場合は梁間方向の並進､ねじれ､ロッキングについて検討する目的で実施した｡桁行
方向に関してはCase-Cで実施した｡ Case-BはCase-Cとの相反定理をチェックする為に実施した
ものである｡
図1.6加振点配置図
1.3.2測定装置､及び測定点
(1)測定装置
振動試験による応答の計測には振動技研(樵)の微動計Up-251(写真1.3)とアンプTA-406(写真
1･4)を1秒計として使用し､データレコーダでAD変換を行い､デジタル記録として収録した｡ち
なみに､微動計の周波数特性を調べるために小型振動台による検定を実施した｡検定を行ったの
は水平微動計の12個である｡加振振動数は0.5-2Hzまでは0.5Hz刻み､それ以降は1Hz刻みで
加振した｡振動台の変位はレーザー変位計を用いて測定した｡実験の様子を写真1.5に､周波数
応答検定結果を図1.7に示す｡
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■庵藍一幸
写真1.3　微動計(振動技研株式会社製: UP1251)
写真1.4　アンプ(振動技研株式会社製: TA-406)
写真1.5小型振動台による検定実験
:.か---.一-∴-. 了 ?耳璽ﾘ+(??ﾘ?ﾘ蓼,cﾓﾘ蓼ｾ2?
I-I-1⊂h -.-.2EJI ･3Eh 
■【≡:至□ 
/~＼- / / ?
一~~ーH一一一一一一一.一一-_W__-.- 
/i. ? 坪耳耳耳.???ﾒ粐韲r?
/♂ー~､- ??H??
FlqLdHz)
a :微動計の振幅　　aO :振動台の振幅
図1.7微動計検定結果
-15-
(2)測定点
測定点を図1.8に示す｡水平微動計の測定方向はCaSe-Aの場合は梁間方向､ case-B､ Case_Cの
場合は桁行方向である｡
ー水平方向微動計
▼　上下方向微動計
◆　強震計
.EXPANSION JOrNT
S ch12　　ch4　chll N
1ドJt/ 劔劔l I 謄?板r?.cnjr 
iJ 劔剪?? ? ◆ ?
｢ 鳴??て?劔? ? ?
-ih3 ? 
EXPANSIONJOINT l 劔剪?? ?
jh2 ? 
l I l ?? ?? ? ? ? 
l J I l l ?? ?? ? ? ? 
ch5 ?Jl ??ch6 ??
I l 劔[r?? ? ?
図1.8測定点とそのチャンネル番号
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1.3.3測定結果
(1)応答波形とフーリエスペクトル
データ処理について､ AD(アナログ-デジタル)変換梓データレコーダで行った｡このデータに
0線補正を行った後､フィルタ処理で0.50Hz～15Hz以外の波の影響を取り除いた｡そのような処
理を行ってからノイズの影響を減らす為にスタッキングを用いたデータ処理を行った｡スタッキ
ングの回数は10回である｡この処理は加振源として用いたインバクタ-が波の再現性に優れてい
ることで可能な処理で､今回のような衝撃波発生装置を用いた振動試験においてランドエアガン
インバクタ-を採用した理由の一つである.得られた記録は速度波形であり､積分することで変
位波形に変換した｡この変位波形と対応するフーリエスペクトルをcas°-Aの梁間方向については
図1･9に､ Case-Cの桁行方向については図1.10に示す｡梁間方向に関して､ ch4で得られたデー
タよ-り梁間方向の1次固有振動数は1.36Hzであり､桁行方向に関しては1.56Hzであった｡屋上
桁行方向両端のch7とch8においては1.85-I.95Hzにおいてもピークが見られ､ねじれ振動モー
ドのピークと考えられる｡同じようなど-クが図1.11のCh7とch8の差から計算したねじれ成分
のスペクトルにも見られる｡この図1.11のねじれ成分の変位波形に関して注目すべき点は遅れて
屋上に到達する波の存在である｡この現象は並進運動とねじれ運動の干渉によって引き起こされ
ていることが考えられる｡
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図1･9梁間方向における変位波形とフーリエスペクトル(Case-A)
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図1.9梁間方向における変位波形とフーリエスペクトル(Case-A)
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図1.10桁行方向における変位波形とフーリエスペクトル(Case-C)
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図1. 10桁行方向における変位波形とフーリエスペクトル(Case-C)
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図1.11ねじれ成分の変位波形とフーリエスペクトル
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図1.12ロッキング成分の変位波形とフーリエスペクトル
ロッキング運動についても今回の試験で測定を行った｡ここでは屋上の上下方向微動計のchll
とch12の差を用いてロッキング運動について検討する｡図1.12はその変位波形と対応するフー
リエスペクトルである｡ロッキングのスペクトルのピークを顕在化させるために次のような検討
を行った｡ちなみにこのロッキングのスペクトルにおいて､ 1.36Hzのピークはロッキング運動と
並進運動のカップリング効果によるものと考えられるo
(2)スペクトル解析
複雑な挙動を示す建物の振動特性を検討する際に一般的な手法としてクロススペクトル密度関
数を用いる手法が利用されている｡ Bendatらが指摘するように7)､クロススペクトルのピークの
位置と位相､そしてコヒ-レンスは建物における各次モードの固有振動数の推定において重要な
情報を与えてくれる｡また､このクロススペクトルのピークは建物の固有振動数自体のピークと
入射波の卓越振動数のピークから構成される｡この2種類のピークの違いについて､建物の固有
振動数のうち比較的減衰が小さい低次のモードでは全ての観測点で得られたデータにおいて位相
差がほぼoo ､もしくは1800になる｡これとは逆に入射波自体によるクロススペクトルのピーク
では各測定点で得られた応答の位相差はOo ､もしくは1800にはならずに他の値になる｡クロス
スペクトル密度関数の計算にはWelch's average periodogrammethodを用い､データウインドウの長
一19-
さははデータ数512で計算した｡
図日3に測定方向が梁間方向であるCase-Aのデータセットを用いたクロススペクトルとコヒ
ーレンス､及び位相差を示すoこの図日3に示すように.Ch3とch4のクロススペクトルでは1.36Hz
において明瞭など-クが見られ､それに対応するコヒ-レンスもlであり､位相差がoになって
いるo同様に図1･13のch4とch8のクJtjススペクトルにおいてもこの振動数でピークになってお
り､コヒ-レンスがlで､位相差がoになっているoこれらの結果より梁間方向の一次モード固
有振動数は1.36Hzである｡
梁間方向二次モードの固有振動数についても図日3のCh2とch4のクロススペクトルのピーク
の位置とコヒ-レンスが1で位相差が1800になっている位置から4･98Hzであると考えられる｡
また､この2次モードのこの固有振動数において､ Ch4とch8の位相差はOoになっていること
も確認できる｡
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図日3梁間方向のクロススペクトル､コヒーレンス､位相差
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図日4桁行方向のクロススペクトル､コヒーレンス､位相差
桁行方向に関しても同様に図日4のCh3とch4､ならびにCh4とch8のクロススペクトルとコ
ヒ-レンス､位相差からl･56Hzが桁行方向の一次固有振動数であると考えられる｡また､同図の
ch2とch4のクロススペクトルの4･49Hzのところではコヒ-レンスがlで位相差が1800になっ
120-
ている点､ならびにこの振動数でCh4とch8のコヒ-レンスが1で位相差がoになっている点か
ら4･49Hzが桁行方向の二次モード固有振動数であると考えられる｡
以上のような結果に基づき､梁間方向に関しては一匹モードと二次モードの固有振動数の比が
約3･66であり､桁行方向に関してはほとんど3に近い値になっている｡このことは時刻歴上での
解析を行う際に桁行方向に関してはせん断モデルで､梁間方向に関してはせん断曲げモデルでの
モデル化が可能であることを示している｡
ねじれ運動も今回の振動試験で測定できた｡図1.15(a)にCase-Aの場合における屋上のCh7と
Ch8の差(以降ch71Ch8と表記)と1階のCh5-Ch6のクロススペクトルとコヒ-レンス､位相差を
示す｡クロススペクトルのピークの位置､及びコヒ-レンスが1になり位相差がoになる振動数
を考慮すると1･85Hzがねじれモードの一次固有振動数であると思われる｡同様にスペクトルのピ
ークとコヒ-レンスが1で位相が逆位相である1800である4.4Hzがねじれの二次モードであると
考えられる｡
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図1･15ねじれとロッキングのクロススペクトルと対応するコヒーレンスと位相差
ロッキングに関して､図1.15(b)にCase-Aにおける1階のロッキング成分ch9_ChlOと屋上のロ
ッキング成分chll-Ch12のクロススペクトルとコヒ-レンス､位相差を示す｡クロススペクトル
のピークが7･2Hzにあり､この振動数でコヒ-レンスはlであり位相差がoである｡このことよ
りロッキングの1次モードが7･2Hzであることを示している｡ロッキングによる上下方向最大変
位は1階で2･2× 10-2cmであり､屋上で7･90× 10-2cmであった｡上下方向観測用の微動計間の距離
は12･5mであったので､角度に換算するとl階が1.76×10-5rad.であり屋上が6.32×10-5rad.であっ
たo図日5(b)のOHzにおいて位相差がoにならないのは微動計とアンプの性能が0Hzまでカバー
してないことによるものであるo O･7Hzのピークの辺りでは位相差はOoでも1800でもないので
建物の固有振動数ではないoしかしながらl･36Hzには並進モードとのカップリング効果が見られ
る｡
このように今回のインバクタ-を用いた振動試験で得られたデータセットを用いて構造物の振
動特性を検討する際に､クロススペクトルを用いることで比較的明瞭な結果が得られ､前節の表
1･2に示した過去の地震観測､各種振動試験及び常時微動測定による固有振動数と比べても妥当な
結果が得られた｡
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(3)モード解析
今回の試験の応答データを用いたモード解析は滝田らの多点同時記録による応答モードの評価
法S)を用いたoこの手法は多点同時観測のデータセッ.トから相関マトリクスを計算し､これの固
有値解析を行うことにより互いに直交する振動成分に分解し､これを用いて応答のモード形を求
める手法である｡以下､計算の概略を示す｡今回のインバクタ-振動試験で得られた多点同時観
測データを用いて次式より相関マトリクスを求める｡
C-[C,,] (ここでC,,-E[X,(I)X,(I)]であるo )　　　　　　　　　(1.1)
この相関マトリクスの固有値解析を行うことによりモードマトリクスUが求まる｡すなわち､
(C-A)tJ=0 (ここでtJ-lu. u2･･･u〝]である｡ )　　　　　　　　　(1.2)
モードマトリクスについてはtJ'tJ=Iとなるように基準化する｡i次の応答モード振幅の変動a,(I)
についての計算は次式によるものである｡
[al(() a2(t)･･:a"(I)]-tJ'lx.(t) X2(I)-Xn(I)]'　　　　　　　　　(1･3)
この計算をする際に前述のスペクトル解析と同様に速度波形を積分して得られた変位波形を用
いた｡加振位置のところで述べたようにCaSe-Aにおける測定方向は梁間方向であり､ Case_Cに
おいては桁行方向である｡上下方向のデータと水平方向のデータは分けてそれぞれ計算し､ロッ
キングに関してはCaSe-Aの上下方向のデータセットを用いて計算した｡図1.16にCas｡-Aによる
梁間方向並進運動の応答モード振幅の変動とそれに対応するフーリエスペクトル､及びモード形
を示す｡また､図1.17にねじれモードのものを示す｡
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図日6梁間方向の応答モード振幅の変動とそのフーリエスペクトルとモード形(Case-A)
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図1. 17ねじれ成分の応答モード振幅の変動とそのフ-リエスペクトルとモード形(Case-A)
Case-Aの場合のロッキングに関しては図1.18のようになった｡また､ Case-Cによる梁間方向に
関しては図1.19に示す｡この計算で得られた各モードの固有振動数は前述のスペクトル解析によ
るものと比較的良く一致した｡
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図1.18ロッキングのモード振幅の変動とそのフーリエスペクトルとモード形(Case-A)
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図1･ 19桁行方向の応答モード振幅の変動とそのフーリエスペクトルとモード形(Case-ら)
また､今回のインバクタ-振動試験の結果から計算した梁間方向と桁行方向の一次モードと
ねじれ､ロッキング振動モードの減衰の値を表1.3に示す｡
表1.3今回の振動試験で得られた各次モード減衰の値
梁間方向 佇Xﾗ9_ｸﾏﾂ?ﾋじれ ?ﾘ6(4ﾈ984?
Damping(%) 釘經"?.51 ?2?2?.88 
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(4)まとめ
構造物一地盤系の振動試験において､衝撃波発生装置としてのランドエアガンインバクターの
適用性を実際に振動試験を行うことにより検討した｡腰動試験はランドエアガンインバクタ-を
用いて発生させたパルス波による実在構造物の応答を対象に多点同時観測を行うものであり､本
章ではそこで得られた振動特性についての検討を行った｡この章ので得られた知見をまとめると
次のようになる｡
1)インバククー振動試験の結果は過去の地震観測､各種振動試験､常時微動測定と比較して妥
当なものであった｡このことはランドエアガンインバクターが構造物一地盤系の振動実験に
おいて､加振源としての使用が可能である事を示している｡
2)インバクタ-振動試験の結果より5Hz以降のモード形が得られた｡これは用いた衝撃波発生
装置(ランドエアガンインバクタ-)が0-40Hzという広い帯域においてパルス波を発生させる
こと'ができる点､並びに衝撃波の再現性において優れているからであり､このような実在建
物の振動試験をするにあたってこれらの点はランドエアガンインバクターの大きな利点であ
ると考えられる｡
3)インバクタ｢によって発生したパルス波によって､並進運動に比べて遅れて屋上に到達する
ねじれ運動が測定できた｡これはインバクタ-振動試験の特色ある結果の一つである｡
4)過去の地震観測や各種振動試験､常時微動測定等の結果から入力や入射波の振幅の大きさが
違うと応答から計算する建物の固有振動数の値も異なる現象が対象建屋で確誰されてきたが､
今回の振動試験でも確認できた｡測定結果から得られる固有振動数は入力が大きいと長周期
側になるので､この現象は構造部材の剛性の非線形性によるものと考えられる｡今回得られ
た結果は常時微動測定から得られる固有振動数に近いので､インバクタ一による対象建屋の
応答は線形の範囲であったと考えられる｡
謝辞
インバククー振動試験で衝撃波発生装置として用いたランドエアガンインバクターは東北大学
大学院理学研究科地震･噴火予知研究観測センター所有のものをお借りした｡また､同センター
の長谷川昭氏には今回の振動試験を実施するにあたって多大なご協力を得た｡試験の際にはデー
タの整理において杉本妙子さんの御助力を得た｡以上の点を付記し､感謝の意を表します｡
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2･不平衡重錘型起振機を用いた実存建物の振動試験
2.1研究の目的･背景
兵庫県南部沖地震を契機に近年､構造物の損傷を振動計測結果から評価する手法に関して多数
の研究が行われているが､数値シミュレーションによる解析的検討もしくは模型実験が中心であ
り実際の被害建物で定量的に評価したものは少数である｡また､東北大学人間環境系研究棟にお
いては2000年7月頃から耐震改修が行われているが､これは地震被害の損傷に対していわば｢負
の損傷｣ともいえる｡そこで本研究では当研究棟耐震改修前後において不平衡重錘型起振機を用
いた振動試験を行い､多点同時観測によるデータセットを用いてこれから得られる振動特性の変
化に着目して各構造部位の損傷･補強効果の確認を行うと共に､既存建築物に対する損傷検出手
法の開発を行うこと目的としている｡
一･システム同定そのものについては建築構造物の-ルスモニタリングによる異常診断や故障検出､
既存構造物の振動特性の把握･検証､制御系設計等において用いられ､様々な分野に応用できる
ことから近年盛んに研究が行われている｡システム同定は入出力関係を記述するシステムの構造
を既知として構造に含まれるパラメータを推定するパラメトリック同定と､システムが未知の構
造の場合に用いられるノンパラメトリック同定に大きく分類される｡パラメトリック同定はさら
にシステムの構造形式から物理モデル同定とモーダルモデル同定に大別される｡後者は観測情報
の数やシステムモデルの作成などの面で前者に比べ容易に行うことができ､構造物を全体として
評価するには有効であるが､損傷検出の際には物理モデル同定の方が適していると思われる｡ま
た､建築構造物におけるシステム同定の対象となる入出力データには常時微動測定､地震観測､
起振機による強制振動試験等から得られるデータが用いられるが､損傷部材の検出の際には今ま
での各種振動試験の実績を考えると起振機による振動試験が最も有効であると考えられる｡本章
では2000年7月に東北大学人間環境系研究棟にて実施した不平衡質量型起振機を用いた実存建物
の振動試験の概要とその結果を簡単に報告し､その結果が衝撃波発生装置を用いた振動試験の結
果と比較的良く対応するものであることを述べると共に､後半では起振機振動試験で得られた共
振曲線を入出力データとして用いた場合の､それを記述するモデル構造を骨組モデルとする損傷
度検出シミュレーション手法とその結果を示す｡ちなみにここでのシステム同定は領域毎に分類
された部材の剛性低下率と減衰定数をパラメータとした共振曲線のカープフィッティングによっ
て行うものである｡
2.2実験装置
ここでは対象建屋は前章のランドエアガンインバクターを用いた振動試験と同じなので､本振
動試験で用いた不平衡重錘型起振機の概要について簡単に紹介する｡今回の起振機振動試験では
起振機は鹿島技術研究所所有のものをお借りした｡その全景を写真2.1に示す｡今回用いた起振
機は不平衡質量型起振機と呼ばれるタイプのもので､一対の偏心質量を電動モーターにより互い
に逆方向に回転させることにより遠心力を発生させ､これにより一定方向の加振力を得るもので
ある｡このタイプは機構が簡単であり､比較的小型で可搬性に富み､さらに駆動源として動力用
電源があれば十分であることから極めて多くの振動試験で使用されてきたものである｡起振機の
主なスペックを表2.1に､図2.1に加振機の加振力計算図表を示す｡
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写真2. 1起振機振動試験で用いた起振機本体とその制御盤
表2.1起振機の主なスペック
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図2.1起振機加振力計算図表
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2.3振動試験
2.3.1加振位置､及び加振計画
(1)加振位置
図2.2に起振機による加振位置を示す｡前述のランドエアガンインバククーを用いての振動試
験は周辺地盤に加振力を加えたのに対し､今回は対象建屋屋上の中央部付近で加振し､その応答
を多点同時観測により記録した｡
加振パターンは桁行方向加坂と梁間方向加坂であり､桁行方向加振の場合は主に桁行方向の並
進運動とねじれ運動､ロッキング運動を､梁間方向加坂の場合は梁間方向の並進運動､ロッキン
グ運動について検討する目的で実施した｡
●　起振機による加振位置
⑦　　　⑥　　　⑤　　　④　　　③　　　②
図2. 2加振位置(対象建屋屋上)
(2)加振計画
今回の起振機振動試験における加
振振動数の範囲は第1章のインバクタ
-振動試験の結果や過去の地震観測
記録､各種振動試験､常時微動測定の
結果等を参考にして建物の桁行､梁間､
ねじれの各次の1-3次共振振動数
までがその範囲に入ると考えられた
0.5Hz～10Hzにした｡加振力と加振振
動数の関係を図2.3に示す｡
また､加振振動数刻みは過去の測定
結果から建物の減衰が小さく､共振曲
線のピークが鋭いことを想定して､共
振振動数付近で0.005Hz～0.01Hz刻み､
その他の振動数帯では､ 0.1Hz刻みと
した｡
lI ?? ? ?
i 
.:y-_: ? ? ? ? ? 
oHz IHz　2Hz　3Hz　4Hz　5Hz　6Hz　7Hz　8Hz　9Hz lOHz!
図2.3加振カー振動数対応園
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2.3.2測定装置､及び測定点
(1)測定装置
起振機振動試験に用いた測定システムは第1章のランドエアガンインバクターを用いた振動試
験で用いたシステムとほぼ同様のもので微動計､アンプは振動技研(秩)のUP-251とTA-406を用
いた｡データはデータレコーダでAD変換を行い､デジタル記録として記録した｡
(2)測定点
今回の起振機振動試験では桁行､梁間方向加振の2方向でそれぞれ試験を行ったが､その際に
加振方向に合わせて微動計の配置と観測方向を一部変更した｡また､データの取り込みやデータ
チェックを行う測定ステーションは2階製図室に設置した｡振動試験中の測定ステーションの様
子を写真2.2に示す｡
桁行方向加振時の微動計の配置を図2.4に､梁間方向加振時の微動計の配置を図2.5に示す｡微
動計の配置に関しては今回の振動試験の結果を用いて既存構造物の振動特性から損傷度を同定す
ること､つまり振動モード形状を把握することを考慮し､ 1階､屋上の他に､剛性の変化する3
階と二次モードの屈折点となる7階の振動を重視した配置とした｡水平方向微動計の測定方向は
桁行方向加振時の時は各階中央の微動計が桁行方向であり､東西軸の両端に配置した微動計は梁
間方向にした｡これは過去の各種振動試験や常時微動測定からからこの起振機振動試験において
もねじれ振動が起こることが予想され､このねじれ振動を把握することを考慮したことによるも
のである｡梁間方向加振時の水平方向微動計の方向はすべて梁間方向である｡東西両端に加えて
測定する階の中央にも微動計を配置したのは床の面内変形を捉えることも考慮したことによるも
のである｡また､上下方向の微動計に関してはlFと屋上に配置し､基礎のロッキング振動を捉え
るために上下微動計設置階の加振軸上両端に設置した｡
測定システムについては微動計自体はアンプの方の設定で1秒計､ 5秒計のどちらとしても用
いることができるが､対象建物の固有周期を考慮して1-14chは1秒計として用いた｡ 15chはIch
の隣に配置し､ 5秒計として用いた｡この15chは1秒計として微動計を用いた場合において測定
する波の周期が1秒以上の長周期側で信頼性が低下する為､今回の試験で得られた0.5-1.0Hz加
振時のチェック用として配置されたものである｡なお､計器特性を考慮した1秒計のデータ補正
は第1章で述べた′J､型振動台を用いて求めた較正曲線を用いた｡ 16chは起振機の回転信号用であ
り､このデータを用いて位相曲線を求めた｡
写真2.2測定ステーションの様子
-28-
S 1,15,16ch N
梁同方向断面図
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図2. 4桁行方向加振時の微動計の配置図
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図2. 5梁間方向加振時の微動計の観測方向
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2.2.3測定結果
(1)共振曲線
(1-1)データ処理
試験対象が大規模な構造物になると限られた容量の起振機では発生する応答振幅はきわめて小
さくなる｡加えてこれらの構造物は地盤の常時微動､風､その他の原因で絶えず振動しているた
めに起振機による振動が十分大きな値にならない場合ははこれらの雑振動(noise)と重なって埋も
れてしまう｡今回の起振機振動試験のデータ処理にあたってはノイズの影響を減らすためにMIKシ
ステムl)I 2)を参考に作成したプログラムを用いて行った｡ MIKシステムそのものはリアルタイム相
関計を用いる事によりこのようなノイズの混在する構造物の応答波形から､起振機による真の応
答波形を相関原理により明瞭に取り出すものである｡ MIKシステムでのデータ処理で用いる手法は
振動計の測定信号と正弦波である起振機の回転信号の相互相関関数を用いることにより､種々の原因
によって生じるノイズの影響を小さくするというものである｡
今回の起振機振動試験から得られたデータの処理にはこの手法を参考にして次のような計算を
行い､共振曲線と位相曲線を求めた｡次のように文字を定義する｡
′　起振機により構造物に加わる力‥　F(I)=Pcos氏,∫
起振機の回転信号‥　　　　　X(I)=AcosのJ
起振力に対する構造物の応答振動‥ y(t) - plGIcos(a,I-0)
測定信号(得られるデータ) ‥　　　Z(i)-y(I)･n(l)
ここで､
al : 27Tf(f:起振機の回転振動数)
P:m｡ra12(m.r:起振機の加振モーメント)
p囲:求めようとする構造物の真の応答振幅
β:構造物の振動の､起振力に対する位相角の遅れ
である｡したがって起振機の回転信号と測定したデータの相互相関関数は次式で求まる｡
4- (T)-去fx(I)･Z(TIT)dt-土A･PlGfcos(oT-0)･4."(I)
2
上式のTは観測時間であり､第二項はノイズによる誤差項であるがこれはTを長く取ると確立
統計的に第-項に比し､ゼロとみなす事が出来る｡したがって第-項が応答成分に相当する｡実
験にあたってはA-const.- 1とすれば､この相互相関係数より構造物の応答振幅p I G lおよび
応答の遅れを示す位相角βが求まる｡この操作を各振動数で繰り返せばノイズの影響が少ない共
振曲線と位相曲線が得られる｡
(ト2)測定結果
振動実験から得られた共振曲線と位相曲線を示す｡桁行方向加振時が図2.6で､梁間方向加振時が図
2･7のものである｡両図とも各チャンネルを測定点の位置で分類して図にまとめた｡分類は建物中央の
水平方向､建物の東側の水平方向､建物西側の水平方向､上下方向で分類した｡得られた共振曲線の
ピークと位相曲線を見ると､インバクタ-振動試験の結果と同様に並進一次モードの後にねじれ振動
の一次モードのピークが確認できる｡
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図2.6桁行方向加振時の共振曲線と位相曲線
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(1-3)共振振動数と減衰定数､振動モード形状､スウェイ･ロッキング率
表2･2に起振機振動試験から得られた各方向の共振振動数とインバクタ-振動試験の結果を再
掲した｡起振機振動試験から得られた減衰定数は桁行方向が約2.2%､梁間方向約2.6%程度であっ
た.なお､減衰定数の算定にあたってはハーフパワー法を用いた｡また､図2.8に今回の振動実
験から得られた桁行､梁間加振時のモード形状を示す｡スウェイ率､ロッキング率については表
2･3のようになる｡ちなみにスウェイ率は｢1階での水平変位/屋上での水平変位｣､ロッキング
率は｢ロッキング回転角*建物の高さ/屋上変位｣として計算した｡
インバクタ-振動試験と比較した場合､入力が違うので得られた固有振動数に若干差が見られ
るものの､過去の対象建屋の地震観測や各種振動試験と比べてこの違いは概ね妥当な範囲である
と考えられる｡
表2. 2両振動実験から得られた各方向の固有振動数
加振方向 ?(?6磯?B?Cンバククー振動試験 亢?Xｴ?Y:韋靈?
桁行方向 ?鶯?.56Hz 白絅??
2次 釘紊這｢?.4Hz 
梁間方向 ?鶯?.36Hz 白?#T??
2次 釘纉х｢?.4Hz 
ねじれ 白繝T??.05Hz 
1次モード　　　2次モード　　　ねじれ1次モード　　　1次モード　　　2次モード　ねじれ1次モード
(a)桁行方向加振時のモード形状　　　　　(b)梁間方向加振時のモード形状
図2.8桁行方向加振時のモード形状
表2.3スウェイ率とロッキング率
加振方向と測定方向 ?ｩ.??ロッキング率 ??X4h49zb?
桁行方向 ?h甸?.52% ??坦?
梁間方向 ?h甸?ﾂ?ﾂ?.33% ??坦?纉?????
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(2)損傷度検出シミュレーション
起振機振動試験のデータを用いて対象建屋である東北大学人間環境系研究棟の損傷度シミュレ
ーションを行った｡その同定手法と結果を簡単に報告する｡
(211)シミュレーション手法
図2.9に今回用いた損傷度検出シミュレーション手法のフローを示す｡本シミュレーション手
法は振動試験で得られた共振曲線を用いるので､前もって同定したい部材の領域に応じたセンサ
-の配置や同定対象の主要な振動数
領域を考慮した加振振動数などを決
定する必要がある｡次に実際に起振機
振動試験を行うことにより共振曲線､
位相曲線を得る｡その一方で入出力デ
ータを記述するためのモデル構造と
なる竣工当時の立体骨組モデルを作
成する｡同定するパラメータは竣工時
に対する部材の損傷度(剛性低下率)と
減衰定数であり､センサーの配置から
部材を領域毎に分類する必要がある｡
同定は解析モデルと実験データの共
振曲線及び位相曲線をフィッティン
グさせることで行う｡評価関数は振動
試験から得られる共振曲線データを
複素数X(りに置き換え､解析モデルの
周波数応答データy(i)との差とその共
役値を掛け合わせ､振動数に関して足
したものを用いる｡評価関数を式(2.I)
に示す｡また､ *は共役複素数を示す｡
図2.9同定手法のフロー
10
評価関数　∑ (y(f)-X(f))I(y(f)-X(f))
′=05
(2.I)
この評価関数の最小化問題を解く手法として非線形関数の最小化問題を解くLevenberg -Marquardt法
を用いる｡同定結果を得ることができたら最後に､共振曲線や評価関数の値からモデルの妥当性を評
価する｡
(2-2)東北大学人間環境系建物のモデル構造の作成
次に対象建屋である東北大学人間環境系建物のモデル構造の作成方法を簡単に述べる｡本研究
では入出力データを記述するモデル構造を立体骨組モデルとし､同定するパラメータを竣工当時
の部材と実験時の部材における剛性の比である剛性低下率で定義する｡立体骨組みの作成につい
ては大原3)､藤橋川)が作成したものを参考にしている｡
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(a)部材モデル
柱､梁､耐震壁などの部材は図2.10のようにモデ/㌧化した｡曲げ性状は線材Elとその両端に
設けた回転バネKpAKpBにより表し､せん断性状はせん断バネKsによって表した.また､部材デ
ータについては､大原3)､藤橋4)が作成したものを用いた｡竣工当時のヤング係数は210t/cm2､せ
ん断弾性係数は90t/cm2とし､部材個々の純ねじれ剛性は無視した｡
図2.10部材モデル
(b)骨組みモデル作成時の基本仮定
建物を線材に置換することにより骨組モデルを作成するにあたって､以下のような仮定に基づ
いてモデル化を行った｡
i　床板の変形は無視し､これを剛体とする｡
並　部材をすべて重心位置で線材化する｡
ii剛域長さは､その部材に接合する部材の表面までとする｡
iv部材のねじれ剛性､柱の伸縮は無視する｡
Ⅴ　モデル化するのに不都合な1階の不規則な壁については､水平剛性の等しい1つの線材に
置換する｡
vi建物各部の質量はすべ七床板位置に集中するものとする.
viペントハウスの質量は9階の質量に参入する｡
(C)質量マトリクスと減衰マトリクス
減衰マトリクスは剛性マトリクスに対応する振動系に対して各次の減衰定数を仮定し､ Wilson,
Penzinの方法で比例減衰マトリクスを作成した｡同定の対象となるのは1-2次までの減衰定数と
し､それ以降は一定の値をとるものとする.
(d)立体骨組モデル
基礎のねじれ振動を考慮した地盤一構造物の相互作用を考慮したモデルを作成する｡ここでは
一般的に用いられているスウェイ･ロッキングモデルを用いる｡
基礎の剛心をe.､ e,､桁行方向(X)と梁間方向(y)のスウェイバネをKx､ K,,とすると､基礎
のねじれ振動を考慮した立体骨組のスウェイ･ロッキングモデルの運動方程式は､式(2.2)のよう
になる｡
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lM](PH5).)
0
loRJ, lKy.e: 'KOJ,RsO.
･K-",-lRs,,[葺,翌Ksy"r2 KOM]lRs｡X,-IXx;OXI {Y}-Iyy;oyI 6-(Oco)
X :構造物のX方向の変位　X,, :X方向のロッキングによる頂部変位　xo :X方向のスウェイ変形
y :構造物のy方向の変位　yq :y方向のロッキングによる頂部変位　yo :y方向のスウェイ変形
0 :構造物のねじれ角　　0. :基礎のねじれ角
ここで､ 【Rs]は座標変換マトリクスで､次の式の関係を満足する.
ニ
Ru
仇Vβ
RU
0　0　　　　10　11　　　　0
｢
l 1
lノ
avβ
円Huー托二円u
仇Vβ
円u (2.3)
β′､ βはそれぞれ全体系の座標軸に対する上部構造のねじれ角と､基礎固定系における座標軸
に対するねじれ角を表す｡鋸ま基礎のねじれ角である｡
対象建屋である東北大学人間環境系研究棟のモデルを作成するにあたって､スウェイ･ロッキ
ングバネの値は振動試験結果から式(2.4)4)で逆算を行った｡その際の算定にはl次固有振動数の
ul, elを用いたo
Kh-Q ′ul-(02fm･u･ ･l)/uI Kr-M ,e･-(02妾]･9･ ･dimlulh･ ･hJ)′e･  (2･4,
Kh,K, :スウェイバネ､ロッキングバネ　Q,M :基礎底面におけるせん断力とモーメント
u.,el :基礎底面における水平変位と回転角　m, Ⅰ, h :質点の質量､回転慣性､高さ
また･この基礎のねじれ振動を考慮したモデルの基礎の部分を作成するにあたって､その地盤
条件を考慮して基礎のねじれ性状は東西軸(桁行方向)にのみ偏心を持つ1軸偏心と仮定した｡
(2-3)入出力データと評価関数
簡単のため式(2.2)を次のように書き換える｡
[h]図･lclfk)･[K-](Xi -lu]fu)
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(2.5)
上式は次のような1階の微分方程式に置き換えられる｡
i=Ax+Bt] (2.6)
A-[Ih?Jk _hI-.C-] B-lh?LU] X朝
式(2.6)はシステム工学分野では状態方程式と呼ばれている｡また､次の式(2.7)は出力方程式と
呼ばれ､式(2.6)とまとめてシステム方程式という｡
タ-Cx+Du　　　　　　　　　　　　　　　　　　(217)
Cは出力行列と呼ばれるもので状態量Xのうち､観測したい状態に応じて任意に設定する｡ Dは
直達行列と呼ばれるもので加速度を出力とする場合などに用し.1る｡式(2.6)と式(2.7)をそれぞれラ
ープラス変換しすることで次の2式を得る｡
sX(S) - AX(S)+ BU(S)
Y(∫) - CX(∫)+ DU(∫)
式(2.8)の2式より､
Y(S) - C(sI - A)-I BtJ(S) I DtJ(S)
-lc(sI-A)-1 B･D]U(S)
したがって､ U(∫)に対するY(∫)の周波数応答は
G(S)=C(sI-A)-I B･D
(2.8)
(2.9)
(2.10)
で求められる｡ G(S)はパラメータに対する関数になる｡
評価関数は解析データG(∫)を振動数領域に置き換えたものをG(∫)とし､実験から得られる共
振曲線と位相曲線から応答を複素数に置き換えたものをⅡ(∫)とすると､両者の差とその共役値を
掛け合わせ､ 0.5Hz～10Hzまで足し合わせ､各観測点ごとに和をとったものを評価関数とした｡
m  10
評価関数∑ ∑ (G(′卜H(∫))I(G(∫)-H(∫))
〝=1 ′=0.5
(2.ll)
*:複素共役値　m:観測点の数
また､この評価関数の最小化問題を解く手法として非線形関数の最小化問題を解く
Levenbe昭一Marquardt法を用いた｡
(2-4)同定パラメータ
同定するパラメータは1-2階､ 3-6階､ 7-9階の3層に分類したときの､柱梁､桁行方向?
壁､梁間方向のコアにある壁､東側の壁､西側の壁のそれぞれに対する剛性低下率(15個)と梁
間､桁行､ねじれ方向の1-2次の減衰定数(6個)の計21個に基礎の剛心の位置e.を加えた計
22個である｡図2.11に同定パラメータと部材の分類を示す｡同定シミュレーションに際してスウ
ェイバネ､ロッキングバネの減衰係数については減衰定数を5%と仮定し､剛性比例とした｡
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図2.11同定パラメータと部材の分類
(2-5)入出力データ
同定に使用する共振曲線と位相曲線のデータは起振機振動試験で得られた0.5Hzから10Hzまで
の共振曲線と位相曲線を0.05Hz刻みにスプライン補間し､高次振動数でのフィッティングをしや
すくするために適度応答に変換したものを用いた｡また､解析の際に上下の変位はロッキング回
転角に重心からの距離をかけて求めた｡
(2-6)損傷度検出シミュレーション結果
同定された各部材の剛性低下率を表2.4に､梁間､桁行､ねじれ方向の1-2次の減衰定数を表
2･5に示す｡ここでの剛性低下率はシミュレーション結果の剛性と竣工当時の剛性の比である｡ま
た､推定されたパラメータによりシミュレートされた共振曲線のうち､桁行方向加振時と梁間方
向加振時の各階中央のものとl階両端のものを図2.12に示す｡
以上､基礎のねじれ振動を考慮したスウェイ･ロッキングモデルによる同定を試みた結果は､
ひび割れ状況等とも比較すると妥当な値が得られた｡この建物においてより良い同定を目指すた
めには､今回のモデルでは表現できなかった軸歪や地盤の歪依存性なども考慮する必要があると
考えられる｡
表2. 4各部材の剛性低下率
地盤-構造物系 ?ﾊI|?桁壁 處?(4?r?ﾀ東壁 處?ﾉ¥r?
7-屋上 ?紊?釘?.3868 ??sR?.79996 ?經#CC"?
3-6階 ??SCCB?.33211 ??Sc?0.3335S ??ccC?
1-2階 ?緜#cc2?.89994 ?緜?Cr?.66136 ?緜塔??
表2.5梁間､桁行､ねじれ方向の1-2次の減衰定
減衰 ?鵁ﾋ?ｩ.?B?次減衰定数 舒?(,ﾈﾘI??
梁間 ??#cッ?.08514 偬I?*?r?ﾉ?ﾓC??6ﾒ?
桁行 ??#C?b?.19935 
ねじれ ???s?R?.42598 
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図2.12起振機振動試験の結果と推定されたパラメータによりシミュレートされた結果の比較
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(2-7)モデルの妥当性の検討
今回の損傷度検出シミュレーション結果がどの程度､実際の状況と整合性があるものなのか検
討するために地震観測記録を用いて地震応答シミュレーション解析を行った｡今回用いたデータ
は起振機振動試験によるものなので､-地震データは比較的応答が小さいものを用いた｡その結果
の時刻歴波形を図2.13に､そのスペクトルを図2.14に示す｡
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図2.13 1999年11月15日の地震の解析波形と実測波形の比較
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図2･14 1999年11月15日の地卸寺の建物9階における加速度応答スペクトルの比較
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地震応答シミュレーションの結果は時間領域上と周波数領域上の両方の場合において概ね妥当
な結果であると考えられる｡損傷度検出シミュレーションに用いたデータセットは起振機振動試
験によるものであるので､応答が線形の範囲ならば損傷度検出シミュレーションによる同定はあ
る程度信頼性があるものであることを示した｡また､このシミュレーションは周波数領域で同定
された解析モデルの妥当性を時間領域で再確認するものでもある｡
(2-7)まとめ
本節では起振機振動実験で得られた共振曲線を入出力データとし､それを記述する地盤一構造
物の相互作用を考慮したモデル構造を骨組モデルとする損傷度検出シミュレーション手法を示し
た｡また､検討例として東北大学人間環境系建物を対象に行った起振機振動実験による損傷度検
鞘シミュレーションを行い､部材を柱梁､桁行方向の壁､梁間方向のコアにある壁､東側の壁､
西側の壁の5種類に分類し､さらに､観測点の配置から高さ方向に1-2階､ 3-6階､ 7-9階の
3層に分割した場合の損傷度検出シミュレーションの結果を示した｡
その結果から得られた知見をまとめると次のようになる｡
(1)モデル構造を骨組モデルとし､部材を領域で区別することで､損傷度検出が行えることを示
した｡
(2)観測点の配置位置によって､同定できる部材の領域が決定される｡今回の同定では観測点の
数が15個であったが､数を増やすことや観測点の配置位置考慮することによって局所的な
部材の損傷度も同定できると考えられる｡
数値シミュレーションもしくは模型実験による解析的検討を行った研究が多い中で実構造物を
対象に損傷検出シミュレーションを行った本研究は非常に有効であると思われる｡しかしながら
本研究では誤差の評価式や､目で見た共振曲線の一致具合で同定結果を評価しただけにとどまり､
仮定されたモデルや同定された部材の剛性低下率や減衰定数が妥当なものであるかどうか検討す
るまでには至らなかった｡また､地盤バネの周波数依存性､柱の伸縮等､様々な誤差要因を有す
るといった問題があった｡今後の課題としてより精度の良い損傷検出手法等の開発､他の構造物
-の適用等を行っていくつもりである｡
謝辞
この起振機振動試験で用いた起振機は鹿島技術研究所所有のものをお借りした｡ならびに今回
の実験に際して鹿島技術研究所の内山正次氏､ならびに株式会社アステルの比嘉泰雄氏には多大
なご協力を頂いた｡以上の点を付記し､感謝の意を表します｡
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3.結果の考察
3. 1地震観測記録との比較(1998. 9. 15宮城県南部地震)
(1)目的
この節では1998.9.15宮城県南部地震時において東北大学人間環境系研究棟のl階と9階の強震
計で記録された地震観測記録と､第1章のインバクタ-振動試験のCase-Aと同じ観測点､観測方
向でインバクタ一による加振点の位置がcase-Aの場合よりも南側1.85mの位置の場合において得
られた上下データから求めたl階中央部付近と屋上中央部付近の上下データとを比較し､構造物
一地盤系の振動試験においてインバクタ-を用いることの妥当性を検証する｡
(2) 1998. 9. 15宮城県南部地震で得られた地震観測記録
1998･9･15宮城県南部地震時において東北大学人間環境系研究棟の強震計(1階と9階)で梁間方向､
桁行方向､上下方向の3成分の強震記録が得られた｡ここでは上下方向のみ取上げる｡この地震
で得られたl階と9階の加速度記録を図3.1に示す｡ 9階の応答はl階の応答に比べて約3倍程度
大きい｡これらの加速度記録のフーリエスペクトルを図3.2に示す｡ 9階のスペクトルでは3Hz､
5･7Hz､ 7Hzで卓越していることがわかる｡また､ 1階から9階-の伝達関数を求めたものを図3.3
に示す｡
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図3. 1地震観測記録の加速度波形
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図3･ 3地震観測記録とインバクター振動試験の伝達関数(平滑化済み)
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ちなみに図3.3の伝達関数はHanningウインドウを用いて平滑化を行ったものである｡この伝達
関数から図3.2にみられる9階のスペクトルにおける3Hzのピークは地震動による入射波の影響
であることがわかる｡図3.3の伝達関数よりこの地震による上下方向の一次固有振動数は6Hz付
近であると考えられる｡
(3)インバクターを用いた振動試験の記録
インバクタ-振動試験で得られたデータのうち､地震観測記録との比較検討用としてCa5e-Aと
同じ観測点､観測方向でインバクタ一による加振点の位置がCase-Aの場合よりも南側1.85mの位
置の場合における上下データから求めたl階中央部付近と屋上中央部付近の上下データの速度波
形を用いる｡この波形を図3.4に示す｡ 1階と比べて屋上での応答は約1.35倍であり､地震観測
記録と比べて増幅率は小さな値になった｡このことは入力の違いによって増幅率が異なることを
示している｡この速度波形のフーリエスペクトルを図3.5に示す｡この図において地震観測記録
に見られた3Hzの卓越は見られない｡この屋上とl階のデータから求めた伝達関数は前出の図3.3
のようになった｡この図より振動試験による上下方向の一次固有振動数は8Hz付近と考えられる｡
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図3.5インバクター振動試験のフーリエスペクトル
(4)入力の大きさが固有振動数に及ぼす影響
地震観測記録による伝達関数とインバククー振動試験の伝達関数を比較すると､地震観測記録
による一次固有振動数の値は振動試験による一次固有振動数の約70%であることがわかる｡この
ことは1998.9.15宮城県南部地震時の構造物の剛性が振動試験の時と比べて約50%程度低下して
いたことを示している｡このような入力の違いによる固有振動数の違いは第1章の対象建屋の固
有振動数の経年変化でも述べたように地震観測記録と常時微動測定を比較した場合も見られる現
象である｡この入力の違いを考慮して固有振動数が地震観測記録に合うようにインバクタ-振動
試験による伝達関数の振動数に0.7を掛けてずらしたものと､地震観測記録による伝達関数を図
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3･6に示す｡図に示すように入力の違いによる伝達関数のずれを固有振動数が一致するようにスラ
イドさせることにより地震時と同じような伝
達関数を得ることができる｡
応答の大きさを比較するにあたって､図3.7
に地震観測記録のl階に対する9階の相対速度
波形と衝撃波発生装置を用いた振動試験によ
るl階の屋上に対する相対速度波形を示す｡ま
た､それに対応するフーリエスペクトルを図
3.8に示す｡これらの速度波形の最大値におい
て地震観測記録の方が振動試験の場合よりも3
ケタ大きな値になっている｡フーリエスペクト
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図3.6振動試験の方をスライドさせた伝達関数
ルの場合では地震観測記録の方が振動試験に比べて2ケタ大きくなっている｡また､インバクタ
-振動試験の方が比較的高い振動数でも十分な応答を得ており､高次のモードについて検討する
際により有用であると考えられる｡
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図3.8　相対速度波形のフーリエスペクトル
(5)まとめ
この節では上下方向に関して地震観測記録とインバクタ-振動試験を比較した｡考察をまとめ
ると次のようになる｡
I)伝達関数の形状について､入力が小さいインバクタ-振動試験時に比べて入力が大きい
1998･9･15宮城県南部地震時の剛性の方が50%程度低下しており､構造部材における剛性の非
線形性が確認できたoまた､インバククー振動試験の伝達関数を地震観測の伝達関数の固有
振動数と合うようにスライドさせることで地震観測の伝達関数と同じような形状の伝達関数
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を得ることができる｡
2)伝達関数の大きさや波形の増幅率は地震観測のほうが大きい傾向を示した｡これは地震動と
パルス波による入力の違いに起因するものと考えられる｡
3)相対速度波形のスペクトルの,比較より､地震観測記録よりもインバクタ-振動試験の結果の
ほうが実在構造物の動的応答において比較的高次のモードも励起させることができると考え
られる｡
なお､本節では上下方向のみの比較を取上げたが水平方向についても同様の傾向が見られたこ
とを付記しておく｡
3. 2常時微動観測記録との比較
-(1)目的
前節に続いてこの節ではインバクタ-振動試験の結果と常時微動測定記録との比較を行い､そ
の結果について考察する｡ここでは前節のインバクタ-の場合と同様の測定機器と測定点､測定
方向で測定したデータセットを用いて前節と同じように1階中央付近と屋上中央付近の変位波形
を求めたものを用いる｡
(2)常時微動観測記録
用いたデータは2000年7月に測定したもので､その変位波形とブ-リエスペクトルを図3.9､
図3･10にそれぞれ示す｡ 5-10Hzにおいて常時微動では地震観測記録やインバクタ一による振動
試験で見られた程の明瞭など-クは見られない｡屋上の1.5Hz付近のピークは並進運動の影響に
よるものと考えられる｡また､ 18.5Hz付近のピークは通気口のフアンの影響であると思われる.
一階から屋上-の伝達関数を地震観測記録とインバクタ-振動試験の伝達関数に重ねて図3.11に
示す｡全体的に5-10Hz､ 10-15Hz､ 15-20Hzに緩やかに凸になっている部分が見られる｡また､
常時微動観測記録の伝達関数は0-10Hzにおいてはインバクタ-を用いた振動試験によるものに
近い値をとり､ 10-20Hzでは地震観測によるものに近い｡
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図3. 9常時微動測定記録の変位波形の一部
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図3.10常時微動測定記録のフーリエスペクトル
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図3. 11常時微動観測記録の伝達関数
屋上での測定記録と1階の測定記録の差である相対変位波形とそのフーリエスペクトルを示す｡
5-15Hzにおいて前出の図3.8(b)のインバクタ一による記録ほど明瞭など-クは見られない｡地盤
の長周期成分の影響が強く現れている｡
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図3.12相対変位の波形とフーリエスペクトル
(3)まとめ
前節につづいてこの節では比較的高振動数が問題になる上下方向の観測データを用いてインバ
クタ-試験と常時微動測定記録について簡単な比較を行った｡前節での結果を踏まえてこの節で
得られた知見をまとめると次のようになる｡
1)波形から得られたフーリエスペクトルにおいて､常時微動測定記録や地震観測記録ではイン
バククー試験ほど比較的高振動成分が励起されない｡従って比較的高い振動数成分､特に上
下動について検討する際にはインバクタ-振動試験の結果はより有用であると考えられる｡
2)伝達関数については､インバククー試験から得られた固有振動数は常時微動測定のものと地
震観測によるものの間であり､常時微動測定によるものに近い値になった｡このことからイ
ンバクタ-振動試験の応答は線形範囲であったと考えられる｡
3) 0-10Hzにおいて常時微動測定の結果とインバクタ-を用いた振動試験の結果が比較的良い
対応を見せた｡ 10Hz以降で異なってくるが､この点については図3.6に示したようにインバ
クタ-を用いた振動試験の伝達関数は地震記録のものと固有振動数を合わせる形でスライド
させることによって10Hz以降でも良い対応を示すのでインバクタ-を用いた振動試験により
求めた上下方向の伝達関数の方が微動測定のものよりも地震時の挙動に近い伝達関数が得ら
れる｡この点を考慮すれば常時微動よりもインバクタ-振動試験の方が地震時の振動特性に
より近い情報を得ることができると考えられる｡
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4.まとめ
本研究は実在建物に対する構造物一地盤系の振動試験における､衝撃波発生装置としてのラン
ドェアガンインバクター(以下､インバクタ-)の適用性について検討したものである｡
インバクタ-の振動試験に対する適用性を検討するにあたり､東北大学人間環境系研究棟を対
象建屋として実際に構造物一地盤系の振動試験を行った｡対象建屋は竣工当時から各種振動試験､
地震観測､常時微動測定が行われており､今回のようなインバクタ-の振動試験-の適用性を検
討するには最良の対象であると考えられる｡
また､本報告ではインバククー振動試験との比較対象記録として2000年7月に行った不平衡重
錘型起振機を用いた振動試験､及びこの時に測定した微動測定記録､並びに1998.9.15宮城県南部
地震を取上げた｡起振機振動試験は対象建屋の耐震改修前に行われ､改修前の竣工当時に対する
損傷度を検討する際に用いた構造物の振動特性から損傷度評価を行う手法についても述べた｡ま
た､ 1998.9.15宮城県南部地震については近年の対象建屋での地震観測で比較的大きな応答が得ら
れたものなので取上げた｡検討結果をまとめると次のようになる｡
第1章では本研究の目的､及び衝撃波発生装置として用いたランドエアガンインバクターと対
象建屋である東北大学人間環境系研究棟を簡単に紹介し､振動試験の概要とその測定結果とモー
ド形を示した｡その結果は今までの地震観測や各種振動試験､常時微動測定の固有振動数と比較
して概ね妥当なものであり､インバクタ-は構造物-地盤系の振動試験を行う際の加振源として
の使用が可能であることを示した｡また､インバクタ-自体の性能として発生させる波が0-40Hz
といった比較的広い帯域のパルス波を発生させることが可能な事､及び波の再現性に優れている
のでスタッキングを用いたデータ処理を利用することが可能であり､高次モードを検討すること
も可能であることを示した｡
第2章では不平衡重錘型起振機を用いた構造物の振動試験を取上げ､インバクタ-振動試験の
結果は起振機振動試験による共振曲線や位相曲線と比較的良い対応を示すこと､ならびにその結
果を用いての実在構造物の損傷度評価手法を示し､対象建屋の竣工当時に対する2000年7月の損
傷度評価を行った｡その際､モデル構造を骨組みモデルとし､部材を領域で区別することで損傷
度評価を行えることを示すと共に､観測点の配置位置によって同定できる部材の領域が決定され
ることを示した｡
第3章では1998.9.15宮城県南部地震と常時微動測定記録を取上げ､第1章で取上げなかった屋
上と1階の中央付近の上下方向についてのインバクタ-振動試験による結果と比較した｡地震観
測記録による固有振動数は入力が大きいほど微動測定の固有振動数から長周期側になるので､地
震観測記録の固有周期とインバクタ-試験の固有振動数が合うようにスライドさせた｡その結果､
伝達関数の形は非常に良く似た形状を示した｡常時微動測定記録との比較では10Hz以降で違いが
見られたが､インバクタ-振動試験による伝達関数の方が地震観測記録に近い結果になった点を
考慮すれば常時微動測定記録よりもインバクタ-試験による結果の方が有用であると考えられる｡
また､地震観測記録や常時微動測定よりも高次モードを励起させることを確認した｡
以上のような知見により､構造物一地盤系の振動実験において衝撃波発生装置としてのランド
エアガンインバクター(以下､インバクタ-)の有用性を確認した｡今後も構造物の振動特性を
検討するにあたって振動試験は重要な役割を担って行くものと考えられるが､可搬性に富み､比
較的簡易に実施できるインバクタ-を用いた振動試験は非常に有用である考えられる｡
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5.付録
5. 1速度振幅の距離減衰と振動数帯域､及びS/N比
インバクタ-振動試験時において､インバクタ一によって発生する波の上下方向の距離減衰と
S爪比について検討するための試験も併せて実施した.以下､試験概要と結果を簡単に報告する｡
(1)試験概要
測定に用いたのは前述の微動計と地震計である｡加振位置から5mの地点の地震計記録と25m､
50m､ 75m､ 100m､ 125m地点の微動計記録(各地点3個)の多点同時観測による最大振幅と距離の
関係から振動試験で用いたランドエアガンインバクタ一により生じる波の距離減衰を求めた｡地
震計記録は微動計記録との比較の為､加速度記録を速度記録に変換したものを用いた｡
(2)速度振幅の距離減衰
インバクタ一によって発生した鉛直方向の衝撃波は加振点から外側に向かって放射状に伝播し
ていく｡その波は半球状に伝播して行く実体波と遅れて伝播して行く表面波から構成される｡幾
何減衰等によっ<波の振幅は加振源から離れるにしたがって小さくなっていくが､主にエネルギ
ーを伝えていくのはReyleigh波である｡
図5.1は測定結果である｡図中の直線は最小二乗法により求めたもので､これによりインバク
タ一により生じる波の速度振幅が距離の-1.87乗で減衰していくことがわかった..
10 100
Distance(m)
図5. 1距離減衰測定結果
(3)上下動の振動数帯域とS/N比
この試験で得られたデータと同じ微動計の配置で測定した常時微動測定のスペクトルを比較す
ることで､インバクタ一によって発生した波の上下動の振動数帯域とそのS爪比がわかる.その
結果を図5･2に示す｡図中の点線がインバクタ一により発生した波の応答と常時微動によるもの
で､実線が常時微動のみによるものである｡これによりインバクタ一により生じた波の上下動成
分は主に10Hz以降のものであり､距離を置くにしたがって地盤の特性により5-10Hzの波が励
起されている｡ S爪=七については加振点と測定点が100m以内の場合は良好な結果を与えるもので
ある｡
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図5.2測定点ごとのフーリエスペクトル
5.2相反定理の検討
インバクタ-振動試験の際に相反定理の検討も行った｡ここではインバクターを用いてCase-B
の加振点にて加振した場合に
おけるCase-Cの加振点での
応答記録と､その逆にCase_C
の加振点にて加振した場合の
Case-B　の加振点における応
答記録の2つのデータを用い
た｡この2点間の距離は約
113.5mである｡この速度波形
とフーリエスペクトルを図
5.3に示す｡図に示すように速
度波形､スペクトルとも概ね
一致しており､このことは振
動試験においてのインバクタ
-の使用に際して､相反定理
が成り立っことを示している｡
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図5.3速度波形とフーリエスペクトルを用いた相反定理の検証
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